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伊 庭 治 彦  
HaruhikoIBA：ResearCh on Diversification and Formation ofthe Cooperation ofFarm  
Management：From aView Point ofFunction to SupplyInvisible Resources  
The form of the cooperation of farm management diversifies with the environment surrounding  
agriculture becomes severe．In other words，itis necessary tolook for new economyin addition  
to pursuing scale of economy by conforming to the environment．Itis moreimportant to conform  
to the different condition；i．e．place of production，market，CrOpS and consumer demand．For  
SuppOrtingfarm management，reSearCh on diversification and formation of the cooperation of farm  
managementis very useful．The main objectives of this paperis to study what kind of  
organization structureis suitable for supplying the resourceslikeinformation efficiently．   
The construction of this paperis as follows：In the first chapter，the author’s recognition of  
present cooperation of farm management are shown．In the second chapter，Objectives of this  
research are shown．In the third chapter，the diversification of the cooperationis putin order  
theoretically．In the fourth chapter，an analysisis done targeting three cooperation of vegetable  
farm at southern part of Kyoto Prefecture based on the theoreticalmodelbuiltin the third  
chapter．Thelast chapteris a summary．   
The conclusions of this paper are three points：In the first place，the eooperation of farm  
management must be evaluatedin the supply function of the resourceslike theinformation to  
decrease sales riskin the market．Secondly，diversification of the cooperationis caused by the  
efficiency of supplying resourceslikeinformation．Finally，function of farm cooperationislooking  
for new economy by creatlng COmmOninformation．  
1．はじめに   
規模の零細性を特徴とする我が国の多くの農業経営は、経営活動の部分的な共同化を  
行うことで、経営の維持・成長を図ってきた。農業経営の共同化は、農業者が自己の経  
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いよう。   
表1農業生産法入の推移  （単位：実数）  
H6  H7  8  H9  HlO  Hll   
農業生産法人   3，899  4，150  4，588  4，925  5，246  5，587  
有 限 会 社  2，573（66）2，797（67）3，180（69）3，524（72）3，816（73）4，091（73）  
農事組合法人  1，3b8（34）1，335（32）1，387（30ト1，379（28）1，408（27）1，473（26）   
出所：農林水産省統計情報部「ポケット農林水産統計平成12年版」  
※括弧内は、農業法人数全体に占める割合  
2．課題と方法   
以上の問題認識の下で、多様化する農業経営の共同化に関して経営資源の中でもとく  
に情報的資源に焦点を当て、その効率的な調達に適した組織構造の検討をとおして、農  
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業経営の共同化の形成・運営に関する理論的整理とその実証を試みることを本稿の課題  
















3．予備的考察 一理論的整理と分析枠組みの構築－  
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に注目する。すなわち、情報的資源の類型化をとおして、共同化の組織構造の規定要因  
と取引費用節約のメカニズムを分析するものである。  








り組みの進展である。   
なお、図1は近年における農業の生産性の推移である。土地生産性、労働生産性、資  
本生産性ともに低下しており、農業の交易性の悪化が示されている。   
そして、このような環境変化に対する市場行動（C）としての農業経営の共同化に注   










平成7  平成8  平成9  平成10  
年度  
一一一経営耕地10a当たり・」ユー農業労働1時間当たり 一・0一農業固定資本千円当たり  
出所：農林水産省統計情報部「ポケット農林水産統計平成12年版」  
※数値は、「農村物価指数（農産物総合）」により平成7年（＝100）を基準とする  
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略の移行として位置づけられる。   
以下では、このような環境変化と農業経営の共同化の多様化傾向についての理論的整  
理および次節での事例分析のための模式化を試みる。  
表2 共同化の特質の推移  
既存の共同化の特質   共同化の多様化傾向   
共同化の局面   生産局面、販売局面   生産前局面・販売後局面への拡大   
共同化する職能   作業職能   管理職能へのシフト、拡大   
共同化の手段   ハード重視   ソフト重視へのシフト、拡大   
共同化の目的・機能  固定費の削減、労働力不足の  組織内での新たな情報的資源の創出に  
補完、市場での交渉力の強化  よる、市場リスクの高まりへの対応   
共同化の範囲   大規模   小現模化・細分化・重層化   
共同化組織の構造   固定的・タイト   柔軟的・水平的・自立的・ルース   
主な営農情報甲類型  専有型情報   共有型情報   
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が得られるのである。   
上記のことは、市場競争の激化による市場でのリスクの高まりに対して、農業者は販  
路の多様化を図ったり、相対取引や産直等の組織的取引への取り組みを行ったりするこ  
とで、より販売リスクの少ない販売形態を求めることを説明する。   
次に図3は、上記で示された組織的取引への取り組みに関して、組織化の規模や範囲  
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一段階の接近として経済的成果を一定と仮定している）。したがって、min TC＝Ct＋Cm  
は、図に示すようにmCtとmCmとが交わる点Ⅹとなり、この点において組織化の程度  
が選択されることとなる。以上の準備の下で、環境変化が与える組織化の程度への影響  
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4）分析枠組み一情報的資源の類型化と評価基準の設定一   
以上の理論的整理を次節での事例分析に用いるために、より具体的な評価基準を設け  
る必要がある。本稿で共同化の評価指標とした情報的資源の調達機能に関して次の3つ  


















要となる。   
表3 農業経営共同化の情報的資源の調達機能に関する評価基準  
評価基準   類 型 1   類 型 2   類 型 3   
市場構造との適合性   専有型情報   共有型情報  
情報的資源の機能   リスクの軽減   生産物に関する情報  
の付与  
情報的資源の共有範囲  生産者間での共有   流通担当主体までを  
含めた共有   共有   
4．事例分析 一京都府南部の園芸作経営の共同化を事例として－  
本節では、前節での理論的整理による模式を用いて、京都府南部の園芸作における共  
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同化事例A～Cを対象に分析を行い、その実証を試みる。なお、各事例の概要を基礎的  
条件、市場構造、市場行動（共同化の構造）に区分し表4にまとめ、機能分析の結果を  
それぞれ表5～表7に示した。   
表4 事例の概要〔基礎的条件・市場構造・市場行動（共同化の構造）〕  
A共同組織   B共同組織   C共同組織   
組織構成員   4名（45～55才）   3名（37～41才）   7名（39～55才）  
共同化の対象  シシトウ（単一）   花壇苗（小数）   有機野菜（多数）  
品目  
経営類型と類   やや類似   多 様   類 似  
似性   Al：シシトウ（主）＋椎茸  Bl：花壇苗（主）   Cl～C7：低農薬・有機栽  
A2：シシトウ（主）   B2：花壇苗＋湧水花き  増野莱  
＋トマト水栽培  （主）   キュウリ・ナス・小松菜・ほ  
基礎的条件  
A3：シシトウ（主）十茶  B3：花壇苗＋花き（主）  うれん草  
A4：シシトウ（主）＋米  シロナ・キクナ・ネギ  
経営規模   （4名合計）   （3名合計）   （7名合計）  
施設7，375rげ   100万鉢（パンジー他）  露地2．8ha  
71t、4，800万円（目標）  施設2．Oha  
経験年数  3年   8年   15年   
（技術）  
販売先   中央卸売市場   卸売市場   D生協  
市場構造と取  競争的な市場取引   固定的な相対取引  
引形態   （組織的取引）  
市場構造  
価格の変動性  変動的   変動的   安定的  
他産地との差  生産技術、消費者との信頼関  
別化   係   
戦略   販路多角化、品質の高位維持、  現状の安定的維持、規模拡大  
生産性   
共同化する経  
営活動局面   
共同化の手段  営農情報の共有   営農情報の共有・購買活動  営農情報の共有・市場冷蔵庫  
市場行動  の共  
（共同化の構造）  
共同化する職  管理職能   管理職能  
能・活動   
組織構造  水平的   水平的   水平的  
組織化活動の  固定的、調整を必要とする  柔軟的、個人的裁量・活動  柔軟的」個人的裁量・活動の  
固定性  の幅が広い   幅が広い   




容は異なっており、シシトウ部門の比重はそれぞれに異なる。   
全組織員がシシトウ生産の取り組みは初めてであり、しかも、ロックウール栽培とい  
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いる。   
表5 A共同組織の情報的資源の調達状況  
情報的資源の機能  
リスクの軽減   生産物に関する情報の付与   
情  生産技術（専有型）  生産者間  
経営技術（専有型）  報  
の  
共  
流通担当主体   生産・出荷計画（共有型）  
範  
まで含む   市場情報（共有型）  
囲  消費者まで含む  
※共同組織が調達する情報的資源を各升目に示す。  
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する固定的な組織構造を形成している。  














に求めている。   
表6 B共同組織の情報的資源の調達状況  
情報的資源の機能  
リスクの軽減   生産物に関する情報の付与   
情  生産者間   生産資材の購入方法（専有型）  
報  
の  流通担当主体   生産・償荷計画（共有型）  
共 有  まで含む   市場情報（共有型）  
範 囲  消費者まで含中  
※共同組織が調達する情報的資源を各升目に示す。  
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ある。   
表7 C共同組織の情報的資源の調達状況  
情報的資源め機能  
リスクの軽減   生産物に関する情報の付与   
生産者間  
情  
報  流通担当主体   生産・出荷計画■（共有型）  
の  まで含む 市場情報（共有型）  
共 有  
範  
生産方法（共有型）  
囲  消費者まで含む  生産者の要望（共有型）  
消費者のニーズ（共有型）   
※共同組織が調達する情報的資源を各升目に示す。  
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4）結果と考察   
本節では、前節での農業経営の理論的整理に基づき事例分析を行い、各共同組織の環  
境適応としての機能を明らかにしてきた（表4～表7）。これまでに得られた結果は、大  






なった。   
第三に、経営全体として経済取引に関わる費用最小化を図るため、経営局面毎あるい  
は経済取引毎の費用（市場における取引費用＋組織における管理費用）を基準として農  
業経営の共同化の程度・範囲が決定されることを明らかにした。   
図4は、分析対象である3事例間の共同化による情報的資源の調達に関する比較であ  
る。縦軸は共同化の局面を示してお  
り、横軸は共同化の組織構造の固定 図4 情報的資源の調達に関する事例間比較  
組織構造の固定性  
固定的く  〉 柔軟的   





A BI  
局 面  
販売後局面  C  
性を指標として、それぞれの事例の  








は、販売リスクの低い組織的取引を  ※矢印の太さは、核となる情報的資源の共有度を示す。  
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等であるが、本稿ではこれを共同化による情報的資源の調達に関わる性能として定性的に評価   
するものである。  
3）宮津［18］によれば、「連結の経済」とは「規模の経済」や「範囲の経済」が競争市場に直面   
している個別の企業組織内における投入局面の経済性を対象としているのに対して、複数の企  
業組織間の協力関係を基礎にした共有資源の創出による投入および産出の両局面における経済  




起こしに結びつく。農業経営においては、専有型情報とは生産物の品質向上技術や生産費のコ   
スト削減技術が重要な競争戦略であるような市場において、新たな生産者の参入障壁となるレ   
ントを発生しうる営農情報である。共有型情報とは、生産者間で専有情報や生産計画や出荷計   
画を共有したり、流通業者や消費者との生産物の栽培方法や安全性に関する情報の共有により  
創出される情報である。専有型情報のレントが低下した市場において、協調・協力によるリス  
ク回避や、新たな市場や需要を開拓するという戦略に必要となる営農情報である。なお、この   
共有型情報の創出条件の一つとして、多様なネットワーク参加者が創造性や創発性に富む協調   
行動を行いうる水平的で媛やかな組織構造があげられる。  
4）図2による模式化は、もちろんリスク回避者のNM効用関数の援用である。不確実性下での   
意思決定については、例えば奥野他［7］p245－255を参照されたい。  
5）市場の失敗と非市場的経済制度としての組織の比較についてはMilgrom他［17］p21て91を参   
照。  
6）ここでの組織の管理費用は、大きくは組織内での調整に関わる費用と組織貞の動機付けに関   
わる費用に区分される概念である。Milgrom他［17］p20－38を参照。  






12）具体的には、生協との打ち合わせの下での肥培管理方法の決定や、市場との生協向け以外の   
販売先の調整である。   
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